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要約

近年、地方の過疎化に伴い、各地において地元店舗の衰退が進んでいる。このような問題に対して、個別的なコミュニケー

ションを用い、住民の地元店舗での買い物を促す行動変容施策が注目されてきている。本研究では、北海道豊頃町を対

象にした、地元店舗利用促進に向けたコミュニケーション施策の実施に向け、その一助として①豊頃町内地元店舗での

買い物に関する店舗主・町民の課題点を把握することを目的に、店舗主・町民対象のワークショップを実施し、②豊頃

町の人々に効果的な動機付け情報を提供するため、9 種類の動機付け情報の効果計測を行う全国 WEB アンケート調査を

実施した。調査の結果、まず①について、町内地元店舗における買い物についての実際の課題点を把握することができ、

またそれらの課題点の多くは、店舗側の努力によって改善することができる可能性が明らかとなった。また②については、

各動機付け情報がどのような属性の人々に効果的であるかが明らかとなった。特に女性や、子供と同居している人には

様々な動機付け情報が、また買い物の頻度が高い人には健康や地域に関するポジティブな情報が効果的であるという結

果が得られ、個人の特徴に合わせた情報提供を行うことで、より効果的な動機付けを行うことができる可能性が示唆さ

れた。
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1.  はじめに

　わが国では、地方の過疎化やモータリゼーションの進

行を背景に、郊外における大型店舗が増加しており、そ

れにより従来の中心市街地における地元店舗の衰退が進

んでいる（日本ショッピングセンター協会， 2018；中小企

業庁， 2018）。このように大型店舗での買い物に依存した

地域は、クルマなしでの買い物が困難であることが多く、

高齢者等クルマの運転が困難な人々が買い物行動の機会

を奪われてきている。また鈴木・藤井（2008）は、大型

店舗での買い物行動中に人とのコミュニケーションをと

る機会は、商店街や個人店での買い物行動中よりも少な

く、大型店舗での買い物が地域への愛着や地域コミュニ

ティの活力低下につながる可能性を示唆している。さら

に鈴木・藤井（2008）は、大型店舗の立地は短絡的には

雇用の創出をもたらし、地域経済に寄与するという側面

を持っているが、そのような店舗は当該地域とは無関係

な地域に本社等の機能を持つことが多く、大型店舗で得

られた利潤が当該地域に還元されずに域外に持ち出され

てしまうことも示唆している。

　このような問題を抱える地域の大型店舗依存は、「地元

店舗ではなく大型店舗を利用する」という方向への、住

民の買い物行動の変化が原因の一つとして考えられる。

そこで、このような人々の買い物行動に着目し、住民一

人一人に働きかけ、地元店舗での買い物行動を促すコミュ

ニケーション施策が、有効な対策として考えられている。

　このような施策では、過度なクルマ利用から公共交通

への自発的な利用転換を促す施策であるモビリティ・マ

ネジメント（以下 MM）による知見を応用した手法が効

果的であることが報告されている（鈴木・藤井，2008）。
中でも、MM において多く用いられる手法として、「情報

提供法」が挙げられる。この方法は、「客観的な情報の提

供を通じて、協力行動への変容を期待する」心理的方略

であり（藤井， 2003， p. 24）、人々が知らなかった事実情

報（動機付け情報）を提供することで、人々の新しい認
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知の追加や、誤った認知の矯正を促し、非協力行動から

協力行動への行動変容を導く方法である（Fujii et al., 2001; 
Fujii and Kitamura, 2003）。よって、大型店舗での買い物に

依存した人々に対して効果的な動機付け情報を提供する

ことで、地元店舗で買い物をするという方向への行動変

容を導くことができる可能性が考えられる。

　しかし、住民の地元店舗での買い物を促すには、情報

提供による動機付けだけでなく、実際に地元店舗で買い

物がしやすいような店舗環境の整備や、住民が感じてい

る地元店舗での買い物に関する課題点の解決もまた必要

となる。

　そこで本研究では、地元店舗利用促進に向けた情報提

供によるコミュニケーション施策の実施に向けて、地元

店舗での買い物に関する現地の課題点を把握すること、

また地元店舗利用の動機付けに効果的な提供情報を検討

することを目的とする。

2.  既往研究と本研究の目的

　過去に、買い物行動における態度・行動変容を促すコ

ミュニケーション施策を実施した研究として、鈴木・藤

井（2008）による研究が挙げられる。鈴木・藤井は福岡

県朝倉市の住民に対し、地域内での買い物の動機付けと

なる情報として、買い物行動の帰結についての情報（自

身の健康・環境・地域のふれあい・地域経済に関する情

報）を記載した動機付け冊子と、地区内地元店舗につい

ての情報を記載した店舗紹介冊子を作成・配布し、コミュ

ニケーションアンケートによって両冊子への興味の程度、

買い物行動、地域愛着、地元店舗利用への行動変容意図

を尋ねるコミュニケーション実験を行った（n = 306）。そ

の結果、動機付け冊子に記載されたいずれの動機付け情

報に関しても 7 割程度の回答者が興味を持っているとの

回答が得られ、また、地元店舗利用への行動変容意図に

ついては、88 % の回答者が現状より地元店舗を利用する

ことに前向きで、かつ 23 % の回答者はとても強く利用増

を考えるようになったという結果が報告されている。ま

た鈴木・藤井（2009）は、同じく福岡県朝倉市で事後調

査研究を行い、事前調査の対象者の一部にランダムに消

費行動調査と態度変容に関する調査を行った（n = 93）。
その結果、動機付け冊子・店舗紹介冊子を読んだ人は地

元店舗への来店回数が 1 回答者当たり 0.93 回／週増加し、

また 30 % の回答者が、実際に買い物をする際に歩いて

地元店舗を利用することを考えるようになったことが報

告されている。これらの研究では、住民に対し、買い物

行動がもたらす様々な帰結や、地元店舗についての情報

を提供することで、人々が普段の買い物行動を振り返り、

買い物行動・利用店舗の転換可能性を考える機会を設け

た。普段の買い物の中で、このような買い物行動の様々

な帰結を考慮する機会は十分でないと考えられるため、

このような情報提供が、地元店舗の利用可能性を考える

きっかけになったと考えられている。

　また、交通行動変容に向けた動機付け情報の効果計測

を行った研究としては、藤本他（2016）の研究が挙げら

れる。藤本らは、首都圏在住の週三日以上クルマを使う

成人 520 名を対象に、14 種類の動機付け情報を読んだ際

の心の変化を調査する WEB アンケート調査を行った。そ

の結果、義務的・用務的にクルマを使っている人は心が

動きやすいこと、また小さな子供がいる人には「子供の

成長」、中高年には「健康」に関するもの等、個人によっ

て効果的な動機付け情報が異なることが示された。

　さらに小倉他（2019）は、地元店舗利用促進に効果的

な動機付け情報の検討を目的に、動機付け情報のフレー

ミング効果に着目した調査を行った（n = 195）。その結果、

大型店舗の利用による地域のお金の「流出」を強調した

情報よりも、地元店舗の利用による地域のお金の「残留」

を強調した情報が効果的であることを示唆している。

　以上より、個別的なコミュニケーション施策による地

元店舗の利用意図・来店回数促進の可能性が示唆されて

おり、また交通行動変容に向けた効果的な動機付け情報

の検討（藤本他， 2016）、買い物行動変容に向けた動機付

け情報のフレーミング効果の検証（小倉他， 2019）も行わ

れている。しかし、地元店舗の利用促進に向けたコミュ

ニケーション施策の実施にあたり、どのような動機付け

情報が効果的であるか、既往研究では明らかにされてい

ない。また上述のように、地元店舗の買い物利用促進を

図るには、情報提供による動機付けだけでなく、店舗環

境の整備や、住民目線での地元店舗の課題解決もまた不

可欠である。そこで本研究では、以下 2 点を目的とした 2
つの調査を行うことで、北海道豊頃町を対象に地元店舗

利用促進に向けたコミュニケーション施策を実施する際

の一助とした。

• 店舗主・町民が参加するワークショップ（以下 WS）
を実施することで、店舗主と町民が自発的に意見交換

をする場を設け、地元店舗での買い物に関する課題を

把握する

• 地元店舗での買い物を誘発するどのような動機付け情

報が効果的か、またどのような属性の人々に効果的で

あるかを、豊頃町以外の住民を対象とした WEB アン

ケート調査を実施することで、検証する

3.  研究対象地

　本研究の対象地である豊頃町は、図 2 の通り、北海道

十勝総合振興局管内の中川郡に位置する町である。この

町は 1960 年には人口 10,000 人を超えていたが、年々人

口の減少が進んでおり、2020 年 4 月時点の人口は 3,126

図 1：研究フロー

豊頃町を対象としたコミュニケーション施策の実施

豊頃町の店舗主・

町民対象のWS
全国対象の

WEBアンケート調査

本研究
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人となっている。豊頃町には小規模の店舗が多く存在し、

特に内陸部に位置する茂岩地区に商店が集中しており、

町内唯一の商店街となっている。しかし近年、帯広近郊

の大型店・ディスカウント店・専門店の台頭により住民

の足が郊外に向きつつあり、町内地元店舗の利用者が減

少してきている。これにより町内地元店舗、また豊頃町

全体の経済状況の悪化が進んでおり、大型店舗での買い

物に依存し、地元店舗の衰退が進行している典型的な地

域となっている（北海道開発技術センター， 2016）。

4.  店舗主・町民対象の WS
4.1  調査概要

　豊頃町内地元店舗での買い物に関する店舗主・町民の

状況や課題点を把握すること、また町内地元店舗につい

て店舗主・町民が意見交換をする場を設けることを目的

として、2018 年 10 月から 2019 年 2 月にかけて 3 回、店

舗主・町民を対象とした WS を実施した。概要を表 1 に

示す。店舗主に関しては、町内地元店舗の中でも「客で

ある町民と接する」業種であるサービス業・小売業・飲

食業の店舗主を対象とした。店舗主・町民ともに参加費

は無料で、事前予約制とし、町内の菓子店によるお菓子

を食べながら会話をする形式とした。第 1 回、第 2 回で

は「町内の買い物で日頃感じていること」をテーマに、

町民が店舗主に対しての意見を述べることが主となった

が、第 3 回では店舗主・町民それぞれが、「町内で共通し

てできること」についての議論を交わした。

4.2  調査結果

　「町内地元店舗の課題点」として挙げられた意見を、言

及している対象ごとに分類したものを表 2 に示す。表 2
より、店舗主に対する町民の意見として挙げられたもの

のうち、A・B・C・E のような、店舗の景観や情報発信、

店員の態度に関する課題点などは、店舗主の努力によっ

て改善できる課題であることが明らかとなった。また店

舗側の意見としては、F のように後継者不足に苦しんでい

るという意見や、G のように、消費者の好みの多様化に

対応できていないという意見が見られた。その他町全体

に関する意見では、H のように、コミュニティバスの待

合所がないことで買い物への行きづらさを感じていると

いう意見が見られた。これらより、品揃えの少なさへの

対応など、迅速な対応が難しい課題点も挙がったが、町

民が問題視している課題点のほとんどは、店舗の外観や

情報発信の工夫、また消費者のニーズへの対応のような、

店舗側の努力で改善できる可能性が示された。またコミュ

ニティバスのような移動手段、町民どうしのコミュニケー

ションの減少に関する意見も挙げられ、町民の地元店舗

利用に向けた動機付け以外にも、様々な対策を実施する

必要性が示唆された。

　次に、第 3 回 WS の中で、「町内で共通してできること」

に関して挙がった全意見のうち、参加者が話し合い実行

可能性の高いものに絞り込んだ意見を表 3 に示す。表 3
より、L・M のような新たなツールの作成に関する意見や、

O・P のような販売形式に関する意見が挙げられた。表 2
の C に挙げられたように、町民が店舗の営業時間を十分

に把握できていない現状があるため、L のような店舗の情

報を記載したマップの作成は需要が高く、候補に残った。

また O に挙げられたように、豊頃町には食料品の配達を

図 2：豊頃町の所在地

表 1：店舗主・町民対象の WS 概要

実施日

第 1 回：2018 年 10 月 25 日

第 2 回：2018 年 12 月 6 日

第 3 回：2019 年 2 月 7 日

実施場所 豊頃町商工会議所

参加者 店舗主・町民合わせて 10 ～ 15 人

所要時間 各回とも 1 時間 30 分

テーマ

第 1 回：町内の買い物で日頃感じていること

第 2 回：同上

第 3 回：町内で共通してできること

表 2：WS で挙げられた町内地元店舗の課題点

店舗に対する町民の意見

A 店内の様子が外から見えにくいため、店舗に入りづらい

B 常連客にしか情報発信をしないため、新たなサービス等

の認知度が低い

C 土日に開いていないなど、行きたい時に開いていない

D 町内の品揃えが悪いため、町内だけで買い物を済ませな

い

E 店内に客がほとんどいないため、店に入ると店員にジロ

ジロ見られる

店舗側の意見

F 店舗の後継者が不足している

G 消費者の好みやニーズが変わってきており、対応が難し

い

町全体に関する意見

H コミュニティバスの待合所がない

I 商店街・学校から居住区が離れており活気が生まれにく

い

J 子どもの遊び場が減ってきている

K 酒の場でのコミュニケーションの機会が減ってきている
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行っている店舗が少ないため、移動販売による買い物促

進可能性が示唆された。他にも N のように、気軽に立ち

寄れるような空間・雰囲気作りが求められていることも

示唆された。

5.  全国対象 WEB アンケート調査

5.1  調査概要

　本調査では、豊頃町の人々の地元店舗利用を動機付け

る効果的な動機付け情報を検討するため、その一助とし

て、全国を対象に、どのような動機付け情報が、どのよ

うな属性の人々に効果的であるかを検証する WEB アン

ケート調査を実施した。本調査は、後に豊頃町の住民に

対してより効果的な動機付け情報を提供し、その態度・

行動変容の検証を行うコミュニケーション実験実施の一

助とすべく実施した調査である。コミュニケーション実

験前に、動機付け情報の内容に触れることのバイアスを

避けるため、本調査は豊頃町の住民以外を対象としてい

る。

　まず調査概要、及び回答者の性別・クルマ保有の有無

を表 4 に示す。調査方法はアンケート会社を介した WEB
回答で、対象者は全国から無作為抽出した 339名であった。

回答者は女性がやや多く、7 割以上がクルマを保有してい

た。

5.2  動機付け情報と調査項目

　使用した動機付け情報の内容を表 5 に、アンケートの

調査項目を表 6 に示す。動機付け情報は、鈴木・藤井（2008）
が用いたものを引用したものと、筆者らが新たに作成し

たものを用いた。これらの情報は、地元店舗を利用する

ことによるメリット、また利用しないことによるデメリッ

トについての情報で構成されており、自身の健康促進に

関するもの、地域のふれあい促進に関するもの、環境問

題改善に関するもの、自身の節約に関するもの、地域の

経済活性化に関するもの、道徳的思想に関するもの、フー

ドデザート問題の危機喚起、買い物難民の高齢者が孤立

することへの危機喚起、多くの地元店舗が廃業を検討し

ているという事実に関するものの、9 種類を用いた。なお

「報徳思想」は、二宮尊徳による「万物には全て良い点（徳）

があり、それを活用する（報いる）」という思想で（長谷

川， 2008）、豊頃町の土着の思想にもなっているため、動

機付け情報として用いた。内容としては、「全ての物や人

そのものに備わっている『徳』を使い、社会に役立てて

いくという報徳思想のもと、地域の農産物等の地域の『徳』

に目を向け、地域に循環させる『地域への報徳』をしよう」

といったもので、「報徳思想」を知らない回答者にも理解

できる内容とした。

　調査項目では、これら 9 種類の動機付け情報それぞれ

に対して、「この情報を見て、少しでも『へぇ、そうなんだ』

表 3：WS で挙げられた「町内で共通してできること」

L 町内の全地元店舗を掲載したマップを作成する

M 町内共通のポイントカードを作る

N 各店内に高齢者が気軽に立ち寄れる休憩スペースを作る

O 当番制で、商店街の商品をまとめた移動販売を行う

P 一定の周期で、全店舗での特売日を設ける

図 3：第 1 回 WS において挙げられた意見

表 4：調査概要

調査対象 全国から無作為抽出

調査期間 2019 年 2 月 16 ～ 18 日

調査方法 アンケート会社を介した WEB 回答

サンプル数 339

回答者の性別 男性 208 名（61.3 %） 女性 131 名（38.7 %）

回答者のクル

マ保有有無
保有 258 名（76.1 %） 非保有 81 名（23.9 %）

表 5：記載した動機付け情報の内容

動機付け情報 内容

健康・ダイエット
地域のお店に歩いていけば、自身

の健康増進につながる

地域のふれあい
地 域 の お 店 は 大 店 舗 に 比 べ、 
コミュニケーションが多い

環境問題
クルマで大型店舗に行くことを控

えれば、CO2 排出量を減らせる

★ 節約
地域のお店での買い物は節約にな

る

地域経済
地域のお店での買い物は地域の経

済を豊かにする

★ 報徳思想

地元店舗の良い所（徳）を活用す

る（報いる）という、豊頃町土着

の思想を用いた動機付け（町名は

伏せる）

★ フードデザート
地域のお店の利用者が減ると、町

から食料品がなくなる

★ 高齢者孤立
地域のお店の利用者が減ると、 
高齢者が孤立してしまう

★ 廃業検討

豊頃町の商工会員の 25 % が、今後

の事業の廃業を検討している事実

（町名は伏せる）

注：★ 筆者らが新たに作成した動機付け情報。
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と思いましたか？」及び「この情報を見て、少しでも『地

域のお店』を利用しようと思いましたか？」という 2 つ

の設問を用意し、動機付け情報に対する心の変化尺度と

して用いた。これらの尺度は藤本他（2016）にて用いら

れていた尺度の一部を引用したもので、回答方法は 5件法、

尺度両端の定義「とてもそう思う」を 5、「全くそう思わ

ない」を 1 とし、分析の際にはこれら 2 つへの回答の加

算平均を尺度として用いた。心の変化尺度が高いほど、

その動機付け情報を読んで心が動いたことを示している。

また、9 種類の動機付け情報の提示順により回答にバイア

スが生じる順序効果を避けるため、動機付け情報の提示

順はランダムとした。さらに、心の変化尺度に影響を与

え得る要因として、基本属性、クルマ保有の有無、買い

物の際の交通手段、買い物の頻度、普段の買い物で主に

行く店の種類、買い物圏内にある店の種類を尋ねる設問

を、多項選択形式で用意した。なお普段の買い物で行く

店の種類、買い物圏内にある店の種類については、①地

域の専門店、②地域のスーパー、③全国チェーンのスー

パー、④コンビニ、⑤移動販売、⑥配送サービスの 6 つ

の選択肢を提示し、その中から該当するもの全てを選択

するよう要請した。その上で、例え選択肢③、④等の全

国チェーン店を選択していたとしても、普段の買い物で

主に行く店として「地域の専門店」もしくは「地域のスー

パー」を選択した人を「普段地元店舗を利用」群と設定

した。同様に、買い物圏内にある店として「地域の専門店」

もしくは「地域のスーパー」を選択した人を「買い物圏

内の地元店舗あり」群とした（表 8）。また、動機付け情

報にも用いた豊頃町土着の思想である「報徳思想」によ

る動機付け効果を計測するため、報徳思想の認知度を尋

ねる設問を用意した（5：かなり知っている、1：全く知

らないの 5 件法）。

5.3  分析結果

5.3.1  記述統計

　まず、回答者の基本属性である年代・居住年数の記述

統計を表 7に示す。回答者は 40・50代の回答が比較的多く、

また居住年数は、現在の居住地に 20 年以上住んでいる人

が最も多かった。

　次に、普段の買い物で地元店舗を利用しているかどう

か、また買い物圏内に地元店舗が存在しているかどうか

を計測するため、「普段の買い物で行く店の種類」、「買い

物圏内にある店の種類」への回答をもとに回答者を分類

し、クロス集計を行った（表 8）。その結果、普段から地

元店舗を利用している人は全体の 30.7 % であり、また、

買い物圏内に地元店舗があるという人のうち、46.6 % の

人が地元店舗を利用していないことが示された。本研究

における「買い物圏内にある店の種類」については、「回

答者が普段の買い物で行ける範囲において知っている店

の種類」と定義している。よって「買い物圏内」の範囲

が回答者の日常生活圏・生活様式によって異なることが

考えられる。しかしこの結果は、普段の買い物で行ける

範囲に地元店舗があることを知りながらも、普段利用し

ない人が約半数であったことを示唆している。

　次に、動機付け情報に対して「少しでもへぇ、そうな

んだと思ったか」を表す「へぇ、そうなんだ尺度」と、

動機付け情報を読んで「少しでも地元店舗を利用しよう

と思ったか」を表す「行動変容意図」の記述統計を表 9
に示す。表 9 より、「へぇ、そうなんだ尺度」は「廃業検討」

「環境問題」「節約」の平均値が比較的高く、これらを読

んで「へぇ、そうなんだ」と思いやすいことが示された。

また「行動変容意図」は、「高齢者孤立」「フードデザート」

「廃業検討」等、危機喚起的な情報の平均値が比較的高く、

これらを読んで「地元店舗を利用しよう」と思いやすい

図 4：動機付け情報の例（左：「地域のふれあい」，右：「廃

業検討」）

表 6：調査項目

基本属性

性別／年代／都道府県／市町村／同居人／居住年数／クルマ

保有有無／報徳思想認知度（報徳思想認知度のみ 5 件法、そ

れ以外は全て多項選択）

普段の買い物行動について

買い物の際の交通手段／買い物の頻度／普段の買い物で行く

店の種類／買い物圏内にある店の種類（普段の買い物で行け

る範囲で知っている店の種類）（多項選択）

動機付け情報に対する心の変化尺度

へぇ、そうなんだ尺度 健康・ダイエット／地域のふれ

あい／環境問題／節約／地域経

済／報徳思想／フードデザート

／高齢者孤立／廃業検討の情報

を 見 て、 少 し で も「 へ ぇ、 そ

う な ん だ 」 と 思 い ま し た か？ 
5 件法（1: 全く思わない　5: とても

そう思う）

行動変容意図 健康・ダイエット／地域のふれ

あい／環境問題／節約／地域経

済／報徳思想／フードデザート

／高齢者孤立／廃業検討の情報

を見て、少しでも「地域のお店」

を利用しようと思いましたか？ 
5 件法（1: 全く思わない　5: とても

そう思う）
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ことが示された。次に、これら 2 つの尺度を用いて信頼

性分析を行った結果（表 9）、全ての動機付け情報の心の

変化尺度において十分な数値を得られたため、今後の分

析はこれらの加算平均を用いることとした。なお、「へぇ、

そうなんだ尺度」「行動変容意図」「心の変化尺度（加算

平均）」について、動機付け情報を要因とした分散分析を

行ったが、統計的有意差は認められず、どの動機付け情

報が最も効果的かは統計的有意に認められなかった。し

かし、どの動機付け情報の心の変化尺度に関しても、5 件

法の中央値である 3 を上回っているため、本研究で用い

た全ての動機付け情報は、一定程度の効果があったとい

える。

5.3.2  心の変化尺度の規定因の検証

　次に、それぞれの動機付け情報の心の変化尺度の規定

因を検証し、どの動機付け情報がどのような人に効果的

であるかを検証するため、それぞれの心の変化尺度を従

属変数、基本属性・普段の買い物についての変数を独立

変数とした重回帰分析を行った。独立変数に関しては、

平均値の差の検定及び相関分析を行い、統計的有意差が

認められなかった年代・居住年数・買い物の際の交通手

段を除き、質的データである変数はダミー変数を作成し

分析に用いた。具体的には、普段から地元店舗を利用し

ている人を「地元店舗利用ダミー」、買い物圏内に地元店

舗がある人を「地元店舗存在ダミー」とし、他に女性ダ

ミー、子ありダミー、子なし同居人ありダミー、クルマ

保有ダミー、週当たり買い物回数、報徳思想認知度を独

立変数として用いた。週当たり買い物回数については、「買

い物頻度」で「週 1 回未満」と回答した人を週当たり 0.5
回、「週 2 ～ 3 回」を 2.5 回、「週 4 ～ 5 回」を 4.5 回、「週

6 ～ 7 回」を 6.5 回とした。なお、分析にはステップワイ

ズ法を用い、有意確率 5 % 以上の変数を除外するよう設

定した。それぞれ 9 回の重回帰分析の結果を表 10 に示す。

　まず、「健康・ダイエット」の心の変化尺度には、週当

たり買い物回数、女性ダミー、地元店舗利用ダミー、子

ありダミーが正の影響を与えていることが明らかとなっ

た。つまり、週当たり買い物回数が多い人や、女性、子

どもと同居している人、また普段から地元店舗を利用し

ている人ほど、「健康・ダイエット」に対する心の変化尺

度が高いことが示された。

　「地域のふれあい」の心の変化尺度にも、週当たり買い

物回数、女性ダミー、地元店舗利用ダミー、子ありダミー

N = 339
へぇ、そうなんだ尺度 行動変容意図 心の変化尺度（加算平均）

M SD M SD M SD α

健康・ダイエット 3.47 0.97 3.25 0.94 3.36 0.82 0.63

地域のふれあい 3.49 0.93 3.27 0.98 3.38 0.85 0.73

環境問題 3.53 0.91 3.32 0.97 3.42 0.85 0.76

節約 3.51 0.95 3.34 0.96 3.43 0.88 0.82

地域経済 3.46 0.99 3.34 1.03 3.40 0.94 0.85

報徳思想 3.47 0.97 3.32 1.03 3.40 0.93 0.85

フードデザート 3.47 1.02 3.36 1.02 3.42 0.94 0.83

高齢者孤立 3.47 1.01 3.38 1.01 3.43 0.95 0.86

廃業検討 3.55 0.99 3.35 1.06 3.45 0.96 0.86

注：N = 度数，M = 平均値，SD ＝ 標準偏差，α = クロンバックの信頼性係数，「心の変化尺度（加算平均）」は「へぇ、
そうなんだ尺度」と「行動変容意図」の加算平均。

表 9：各動機付け情報に対する心の変化尺度の平均値及び信頼性係数

表 7：回答者の年代・居住年数

20 代以下 30 代 40 代 50 代 60 代以上 合計

30 60 88 95 66 339

8.8 % 17.7 % 26.0 % 28.0 % 19.5 % 100.0 %

3 年未満
3 年以上

5 年未満

5 年以上

10 年未満

10 年以上

20 年未満
20 年以上 合計

45 30 43 96 125 339

13.3 % 8.8 % 12.7 % 28.3 % 36.9 % 100.0 %

表 8：普段の地元店舗利用の有無と買い物圏内の地元店舗

の有無のクロス集計

普段地元店舗を

利用 非利用
合計

度数 % 度数 %

買い物圏内

の地元店舗

あり 95 53.4 83 46.6 178

なし 9 5.6 152 94.4 161

合計 104 30.7 235 69.3 339
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が正の影響を与えることが明らかとなった。これらの影

響要因は「健康・ダイエット」への影響要因と同じであり、

週当たり買い物回数が多い人や、女性、子どもと同居し

ている人、また普段から地元店舗を利用している人ほど、

「地域のふれあい」に対する心の変化尺度が高いことが示

された。

　次に、「環境問題」の心の変化尺度には、女性ダミー、

地元店舗利用ダミーが正の影響、子なし同居人ありダミー

が負の影響を与えていることが明らかとなった。女性や、

普段から地元店舗を利用している人ほど、「環境問題」に

対する心の変化尺度が高く、子ども以外の同居人がいる

人ほど低いことが示された。

　「節約」の心の変化尺度には、女性ダミー、地元店舗利

用ダミー、子ありダミーが正の影響を与えていることが

明らかとなった。つまり、女性や、普段から地元店舗を

利用している人、子どもと同居している人ほど、「節約」

に対する心の変化尺度が高いことが示された。

　「地域経済」の心の変化尺度には、地元店舗利用ダミー

と子ありダミーが正の影響を与えていることが明らかと

なり、普段から地元店舗を利用している人や、子どもと

同居している人ほど、「地域経済」に対する心の変化尺度

が高いことが示された。

　「報徳思想」の心の変化尺度には、週当たり買い物回数、

子ありダミーが正の影響を与えていることが明らかとな

り、買い物頻度が高い人や子供と同居している人ほど、

「報徳思想」に対する心の変化尺度が高いことが示された。

なお、報徳思想の認知度は影響していなかった。

　「フードデザート」の心の変化尺度には、報徳思想認知

度、女性ダミーが影響を与えていることが明らかとなり、

女性や、報徳思想を良く知っている人ほど、「フードデザー

ト」に対する心の変化尺度が高いことが示された。

　「高齢者孤立」の心の変化尺度には、女性ダミー、地元

店舗利用ダミーが正の影響を与えていることが明らかと

なり、女性や、普段から地元店舗を利用している人ほど「高

齢者孤立」に対する心の変化尺度が高いことが示された。

　「廃業検討」の心の変化尺度には、女性ダミー、地元店

舗利用ダミー、子ありダミーが正の影響を与えており、

女性や、普段から地元店舗を利用している人、子供と同

居している人ほど、「廃業検討」に対する心の変化尺度が

高いことが示された。

　以上のように、心の変化尺度への影響要因は、9 種類の

間であまり大きな差は示されなかった。特に、女性ダミー、

地元店舗利用ダミーが 7 種類、子ありダミーが 6 種類の

動機付け情報に影響しており、これらの特徴を持つ人は、

様々な動機付け情報に対して普遍的に心が動くことが示

唆された。

　まず女性は、「健康・ダイエット」「地域のふれあい」

「環境問題」「節約」「フードデザート」「高齢者孤立」「廃

業検討」に対する心の変化が大きい結果が示された。こ

れより、男性よりも女性の方が、提供されたほとんどの

動機付け情報に対して心が動きやすいことが示唆された。

女性は男性と比較して、このような客観的な情報を素直

に受けとめる傾向があったと考えられ、女性に対する動

機付けが、地元店舗の利用促進に有効であることが示唆

された。

　次に、子供と同居している人は、「健康・ダイエット」「地

域のふれあい」「節約」「地域経済」「報徳思想」「廃業検討」

に対する心の変化が大きい結果が示された。子供と同居

している人は、自身だけでなく自身の子どものことも考

慮するため、自身の健康・節約に関する情報だけでなく、

子どもも関与している地域に関する情報にも心が動いた

と考えられる。よって、子供と同居している人、つまり

親世代に対しては、自身のメリットに関する動機付けだ

けでなく、自身や自身の子どもが関わる地域のメリット・

デメリットに関する動機付けも有効であると考えられる。

　次に、普段から地元店舗を利用している人は、「健康・

ダイエット」「地域のふれあい」「環境問題」「節約」「地

域経済」「高齢者孤立」「廃業検討」に対する心の変化が

大きい結果が示された。普段から地元店舗を利用してい

る人は、地元店舗に関する情報を他人事でなく感じてお

り、また「地元店舗を利用しよう」と思うまでの知覚行

動制御が高いため、心が動きやすかったと考えられる。

よって、地元店舗を利用していない人の行動変容を導く

だけでなく、既に地元店舗を利用している人に対して動

機付けをしていくことも、地元店舗の利用促進をしてい

く上で有効であると考えられる。

　次に、買い物頻度が高い人は、「健康・ダイエット」「地

域のふれあい」「報徳思想」に対する心の変化が大きい結

果が示された。これより買い物頻度が高い人は、地元店

舗での買い物に関する様々な情報に関心があり、中でも

健康・地域に関するポジティブな情報や、報徳思想のよ

うな道徳的な情報に心が動いたことが示唆された。

　最後に、報徳思想の認知度が高い人は、「フードデザー

ト」に対する心の変化が大きい結果が示された。報徳思

想のような、経済に関する道徳的思想を知っている人は、

地域の食料品問題に関する情報に関心があり、心が動い

たと考えられる。

6.  おわりに

6.1  まとめ

　本研究では、北海道豊頃町を対象とした、地元店舗利

用促進に向けた施策実施の一助として、①豊頃町の地元

店舗での買い物に関する課題点を把握することを目的に

店舗主・町民対象の WS を実施し、②地元店舗利用を動

機付けるどのような情報がどのような属性の人々に効果

的であるかの検証を目的に、全国を対象とした WEB アン

ケート調査を行った。

　その結果、①に関して、実際の町内における買い物に

おいての課題点、及びその改善可能性を把握することが

できた。特に、それらの課題点のうちの多くは、店舗側

の努力によって改善できる可能性が示された。例えば鈴

木（2008）においては、住民の買い物行動変容効果は計

測されていたものの、店舗側の行動変容については言及

されていない。住民の地元店舗利用促進のためには、店
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舗側の態度・行動変容に向けた施策も重要であることを、

WS を通じて可視化したことは本研究の成果と言える。こ

の知見は当然のことのようにも思えるが、多くの店舗主・

従業員は気づいていない、あるいは認めたくない事実で

あった可能性がある。また、この WS という手法と成果

は全国の同様の悩みを抱える商店にも応用可能であり、

実務的に有意義な成果と言える。今後は町民への動機付

けの方法を町の施策として検討すると同時に、店舗側へ

の動機付け、意識向上施策を検討する必要がある。また

②に関して、動機付け情報ごとの影響要因に大きな差が

示されなかったこと、また全ての動機付け情報の「心の

変化尺度」の平均値が中央値の 3を上回っていたことから、

本研究にて用いた動機付け情報が全て一定の効果を持つ

ことが示された。これらの有効性が示された動機付け情

報ツールは、同様の課題を有する他の地域に応用するこ

とが可能であり、全国の地元店舗での買い物利用促進に

向けた施策のツールとなり得る成果であるといえる。特

に女性や、子供と同居している人などに対しては多くの

動機付け情報が効果的であることが示されたため、女性

が多く集まる場所での情報提供や、学校で冊子等を配布

し、子どもを通じて情報提供を行うなど、様々な動機付

け方法が考えられる。

6.2  今後の課題

　今回の全国対象 WEB アンケート調査における重回帰分

析では、全体的にモデルのフィット、及び標準化係数が

低い結果となった。これは、今回の分析にて投入した変

数以外に、影響が大きい潜在的な変数があった可能性が

考えられ、今後それらの要因を模索・検討していく必要

がある。

　また、「買い物圏内における地元店舗の有無」は、心の

変化尺度にほとんど影響を及ぼさなかった。地元店舗の

利用客を増やすためには、このような「買い物圏内に地

元店舗があるが足を運んでいない人」の行動変容が重要

であるため、今後はこのような人々に対しての効果的な

動機付け方法を検討していくことが課題となる。

　また今回の全国対象 WEB アンケート調査においては、

「地元店舗を利用する」側である消費者への動機付けに関

する調査を行ったが、WS でも挙げられたように、店舗

側の態度・行動変容を促すためには、店舗側への動機付

けも検討する必要があると考えられる。そのため今後は、

豊頃町の町内地元店舗の店舗主を対象としたアンケート

調査・インタビュー調査を行い、店舗主の態度・行動変

容に向けた取組を実施する予定である。
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Abstract
In recent years, with the depopulation of local areas, local stores 
have been declining in various places. As a solution to this prob-
lem, individual communication measures for changing the con-
sciousness and behavior of shopping at local stores are attract-
ing attention. In this study, as an aid to the implementation of 
communication measures for promoting the use of local stores 
in Toyokoro town, Hokkaido, (1) we conducted a workshop in 



78 河合 晃太郎他：地元店舗での買い物促進に向けたコミュニケーション施策の検討

実践政策学　第 6 巻 1 号　2020 年

which store owners and residents participate for the purpose of 
understanding the issues of shop owners and residents regarding 
shopping at local stores in the town, (2) in order to provide ef-
fective motivational information to the people of Toyokoro town 
in the measures, we conducted a national online questionnaire 
survey and measured the effects of nine types of motivational 
information. As a result of these survey, first regarding (1), we 
were able to understand the actual issues of shopping at local 
stores in the town, and it became clear that many of these issues 
could be improved by the efforts of the stores. And regarding 
(2), the attributes of the people for whom each information was 
effective became clear. In particular, the results show that vari-
ous information is effective for women and person living with a 
child, and positive information on health and community is ef-
fective for those who shop frequently. It was shown that provid-
ing information according to the characteristics of the individual 
can provide more effective motivation to use local stores.
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